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要　　　旨

　「医療崩壊」と呼ばれる現象が全国的に問題になるなか、エビデンスに基づいた地域

レベルでの医療政策・医療計画の策定が求められるようになっている。

　そこで、われわれは、地域医療政策や医療計画策定のためのデータベースを構築すべ

く、2008～2009年にかけて県内全一般病院を対象に、医療提供体制、診療実績に関する

網羅的な調査（量的調査および施設長を対象とした質的調査）を実施した。本稿では、

同調査の結果から、主に医師不足に焦点を当てて、県内一般病院における医療提供体制

の現状と課題を明らかにした。

　まず、医師数については全県で一定数の増加がみられるものの、医療需要との関係か

ら見ても、全国レベルでの医師不足よりもさらに深刻な医師不足にあることに変わりは

なかった。増加分は村山二次医療圏の三次医療機関に集中しており、相対的に医師不足

が進んでいる他の医療圏では、現状の医師数の維持がやっとの状況である。

　診療科別では、全国的な動向と同じく、産婦人科、外科系、小児科の医師不足がみら

れ、しかも、これらの診療科は全国的な不足状況よりもさらに不足している（なかでも

産婦人科は常勤医師数も減少している）。また、山形県では内科系の医師不足も深刻で

ある。

　それでも山形県では、山形大学のイニシアティブによる医療機関の再編・機能分化の

推進、さらには、地域の実情を踏まえた大学医局からの非常勤の出張医の増加によって、

医師不足の悪影響が顕在化する事態が未然に防がれている。

　他方で、大学とのつながりが弱い非基幹病院が多く位置する庄内二次医療圏では、民

間医師派遣会社への依存が強まっている。こうした回復期・慢性期医療を担う非基幹病

院の医療従事者の安定的な確保も、今後の地域医療連携、地域医療計画を考える上で大

きな課題である。

　本稿で見た不足医師数はあくまで概算的なものである。今後は、医師の過重労働を加

味したかたちでの診療科別の必要医師数の推計を進めたい。
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１．緒　　　言

　今日の医師不足問題をはじめとした「医療崩

壊」と呼ばれる現象が端的に示しているよう

に、中央主導による医療提供体制の現状把握お

よび体制整備の限界が指摘されて久しい。こう

したなかで、医療における地域特性を踏まえ、

地域医療計画など、都道府県レベルでの客観的

なエビデンスに基づいた医療政策・医療計画の

策定が求められるようになっている。しかし、

実際には、都道府県レベルでも医療提供体制に

ついて、現場の諸課題に即応した政策を立案で

きるだけの具体的なデータの集約が進んでいる

とは言い難い。

　こうした状況のなかで、山形県では、山形大

学医学部がイニシアティブを取り、2005年に山

形県健康福祉部と山形大学蔵王協議会共催によ

る「山形県内医療施設における患者動向及び医

療従事者等に係わる現状調査」１）が実施され、今

日の医療機関情報ネットワークの先駆けとなる

ような医療提供体制、診療実績に関する網羅的

なデータを収集するとともに、2006年には、医

療政策学講座と山形県健康福祉部が共同で県内

医療施設の施設長対面調査を実施している２）。

そして、2008年には以上の調査等で得られた現

場の知見に基づき第５次山形県保健医療計画が

策定されている。また、上記調査の結果は、山

形大学医学部の医師適正配置委員会の資料とし

ても活用されるなど、県内の安定的な医療提供

体制の構築にも資している。

　ただし、上記調査から数年が経過し、県内の

医療提供体制が変化するなかで、データのアッ

プデートが求められている。そこで、再び、山

形県健康福祉部と山形大学蔵王協議会主催によ

り「山形県内医療施設における患者動向及び医

療従事者等に係わる現状調査」（2008年）およ

び、「山形県内一般病院病院長対面調査」（2009

年）が実施され、医療政策学講座が実際の調査・

分析に当たった。

　本稿では、上記２調査の結果から、主に医師

不足の状況に焦点を当てて、県内一般病院にお

ける医療提供体制の現状と課題を明らかにす

る。

２．対象と方法

　「山形県内医療施設における患者動向及び医

療従事者等に係わる現状調査」（2008年）は、一

般病床を有する県内全病院（大学病院を含む49

病院；以下「一般病院」と総称する）を対象と

し、2008年12月８日付けで各施設長宛に郵送に

て依頼、回収を行った。調査時点は2008年11月

１日現在で（患者数等の診療実績に関する統計

は2007年度）、回収率は100％である。対象病院

の一覧を表１に示す。

　得られた調査データについては、対面、電話、

ファックス、電子メールなどによって、回答の

基準の確認と不備の訂正を繰り返し行い、正確

なデータの収集を行った。さらに、正確な経年

比較を行うために、前回調査（回収率88.2％）

で回答の得られなかった病院からも別途、前回

調査時点のデータについての回答を得た。

　さらに、上記調査によって得られたデータに

基づき、2009年１月13日から５月14日にかけて

同じく一般病床を有する山形県内の全病院を対

象とし、調査者が対象病院に赴き、原則として

施設長に対して２時間程度のヒアリング調査を

実施した（１病院のみ副院長。また、施設長以

外からもヒアリングを行った）。本ヒアリング

調査によって、前記質問紙調査による量的デー

タのみでは明らかにすることのできない地域医

療の現状と課題を現場の視点から把握した。

３．結　　　果

Ａ．病床数

　本調査の対象となった県全体の一般病院の総

病床数は、前回調査比470床減の10,555床。病

床種別では、療養病床が31床増の1,080床と
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なったのに対して、一般病床が538床減の9,174

床となった。一般病床の減少は、2009年４月の

県立日本海病院と酒田市立病院の再編による

167床の減が大きなウェイトを占めるが、村

山・最上両二次医療圏の基幹病院（県立河北病

院、北村山公立病院、県立新庄病院）で主に看

護師不足を背景に計133床の病床削減がなされ

ていることも見逃せない。以下にみる医師不

足、看護師不足の一つのあらわれである。

　ただし、それでも人口千人あたりの一般病床

数をみてみると、全県では7.7床（前回調査時

8.0床）で、依然として全国値7.1床よりも高い

が（ただし、置賜・庄内両二次医療圏は全国値

を下回っている）、療養病床数が全県1.5床（全

国2.8床）と少なくなっており、一般病床数と療

養病床数を足した値でみると全国平均を下回っ

ている事実に変わりはない。

　こうした状況下で、非基幹病院では、一般病

床から療養病床への転換がみられる。寒河江市

立病院、公立高畠病院、鶴岡協立病院、斎藤胃

腸病院では各50床前後の一般病床の削減が行わ

れているが、このうち、公立高畠病院は減少分

のすべてが療養病床へ転換、鶴岡協立病院でも

ほぼ全床が療養病床へ転換、斎藤胃腸病院では

半数が療養病床へ転換している。

　さらに、民営の非基幹病院では、一般病床を

障害者施設等病棟として運営する流れも進んで

いる（小白川至誠堂病院、本間病院、至誠堂総

合病院、鶴岡協立病院、篠田総合病院）。さらに

は、2006年の診療報酬改定で療養病床に医療区

分が導入されて以降、療養病床から一般病床に

転換し障害者施設等入院基本料を届け出るとい

う動きも活発化しており、実際に、至誠堂総合

病院では療養病床100床が障害者施設等病棟に

　表１．調査対象施設の一覧

病院名の記載順序は、一般病床許可数による。

庄内二次医療圏置賜二次医療圏最上二次医療圏村山二次医療圏

・県立中央病院三
次 ・山形大学医学部附属病院

・日本海総合病院・公立置賜総合病院・県立新庄病院・山形市立病院済生館
基
幹
病
院

・鶴岡市立荘内病院・米沢市立病院・山形済生病院

・北村山公立病院

・県立河北病院

・酒田医療センター・国立病院機構米沢病院・町立真室川病院・国立病院機構山形病院
非
基
幹
病
院
（
公
的
）

・酒田市立八幡病院・公立高畠病院・最上町立最上病院・東北中央病院

・白鷹町立病院・寒河江市立病院

・小国町立病院・県立総合療育訓練センター

・公立置賜長井病院・朝日町立病院

・公立置賜南陽病院・天童市民病院

・西川町立病院

・山形県成人病検査センター

・庄内余目病院・三友堂病院・新庄徳洲会病院・篠田総合病院

非
基
幹
病
院
（
私
的
）

・鶴岡協立病院・舟山病院・山形徳洲会病院

・本間病院・至誠堂総合病院

・斎藤胃腸病院・小白川至誠堂病院

・産婦人科・小児科・みゆき会病院

　三井病院・天童温泉篠田病院

・宮原病院・吉岡病院

・遊佐病院・横山病院

・矢吹病院

・井出眼科病院
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　図１．二次医療圏別にみる総医師数（歯科医師除く）の推移

転換されている。高齢者が多いなどの理由で在

院日数が長期化しがちな病院の場合、平均在院

日数を施設基準の要件としない障害者施設等病

棟に転換した方が経営的なメリットが大きいか

らである。

　以上の動向は、後方病床の不足を背景とした

病院の機能分化のあらわれともいえる。たとえ

ば、本間病院では、次のような現状認識に基づ

き、採算の合わない高齢者の長期入院患者を積

極的に引き受けている。

　急性期の病院が在院日数が一番短くて、そ

こから一般病院、たとえば本間病院へ、そし

て、老健施設、特老という流れだが、日数が

長くなるところからあふれてきている。そう

いうところから、次々と埋まっていき、うち

の療養も埋まり、うちの一般病棟が埋まれ

ば、急性期病院が埋まるということになる。

地域にあふれた中間層というか、厚生労働省

では入院させる必要がないと言っている人た

ちをどこにやるか考えないと、結局、急性期

の病床が埋まっていくことになるのではない

か。（本間修・本間病院長）

　ただし、障害者施設等病棟は、2008年10月か

ら脳卒中後遺症患者と認知症患者が身障者人数

の算定から除外されたことで、「高齢者の行き

場所がまた狭くなって、行くところがなくなっ

てきている。大変な事態になってきている」

（至誠堂総合病院）との声も聞かれるように

なっている。また、患者の大病院・専門医志向

も相まって、こうした病院の外科医が十分に自

らの腕を発揮できなくなっており、そのために

医師確保もますます難しくなっている。

Ｂ．医師数・職員数

　敢総医師数・常勤医師数

　図１は、二次医療圏別に非常勤職員を含めた

総医師数（歯科医師除く）の推移をみたもので

ある。県全体の一般病院の総医師数は04年度の

1,369.4名から08年度には1,437.7名となり68.4

名（5.0％）の増加。

　図２では、常勤医師（日々雇用も常勤扱いし、

歯科医師を除く）、非常勤医師（常勤換算）別の

推移をみている。県全体の一般病院の常勤医師

数は04年度の1,246名から08年度には1,287名と

なり41名（3.3％）の増加。常勤勤務医数は１年

に10名ずつ増えている計算になり、その内訳を

赴任経緯、離職経緯の設問の回答から推計する

と（県境を越える異動をプラスマイナスゼロと

仮定する）、新規＋35名、開業－15名、定年その

他－10名となる。

　ただし、二次医療圏別に見ると、増加分は村

山二次医療圏に集中しており、相対的に医師不

足の医療圏は、病院機能の再編統合や機能分化

によって、その悪化を防いでいるのが現状であ
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　図２．二次医療圏別にみる常勤－非常勤医師数（歯科医師除く）の推移

　図３．臨床研修医数の推移

る（たとえば、山形大学の全面的なバックアッ

プによって生まれた置賜総合病院は常勤医が10

名増えているが、置賜二次医療圏全体では±ゼ

ロ）。さらに、村山二次医療圏内でも、増加分は

大学病院と県立中央病院に集中しており（主に

臨床研修医；図３を参照）、基幹病院に目を向

けてみると、済生館が増減無し、済生病院が８

名増加しているが、日本医科大学を医師派遣元

とする北村山公立病院が６名減の29名、県立河

北病院が５名減の33名となるなど全体では３名

の減となり、村山二次医療圏の基幹病院でも厳

しい状況にある。

　大学病院の医師確保は、高度医療もさること

ながら、医局の医師派遣機能を有しているため

に、地域医療の維持にとっても重要である。実

際に常勤医師の赴任・離職経緯に着目して、

「大学医局から」の赴任医師数から「大学医局

へ」の離職医師数を引いた値（全県）をみてみ

ると、05年度が＋13名、06年度が＋11名、07年

度が＋12名となっており、山形大学の医師派遣

機能に低下は見られない。さらに、県全体の非

常勤医師数（常勤換算）も、04年度の123.4名か

ら08年度には150.7名に増加しており、大学か

らの非常勤医師による応援も拡大している。

　他方で山形大学とのつながりが弱い庄内二次

医療圏の非基幹病院では、常勤医師数の減少が
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進んでおり（ただし、基幹病院の酒田市立病院

が非基幹病院の酒田医療センターに再編された

ことにより、全体では非基幹病院の常勤医師数

は増加しており、病院再編統合の的確性を示し

ている）、本間病院が５名減の２名（ただし、隣

接診療所の診療に出ている常勤扱いされない医

師がほかに５名いる）、鶴岡協立病院が４名減

の８名、斎藤胃腸病院が２名減の３名などと

なっている。これらの減少分は、主に民間の医

師派遣会社からの非常勤医師で埋め合わせてい

る状況であり、庄内二次医療圏を中心とした大

学医局とのつながりの弱い病院の安定的・継続

的な医師確保が課題となっている。

　そこで、常勤医師（研修医含む、歯科医師除

く）の出身大学を確認してみると、全県の数値

は、山形大学出身者が730名（57.3％）で最多。

前回調査比で40名（1.3％）の増加となってい

る。以下、東北大が123名（9.7％）、新潟大が67

名（5.3％）、弘前大学が34名（2.6％）、福島県

立医科大学が34名（2.6％）、自治医科大学が33

名（2.6％）、岩手医科大学が29名（2.2％）、秋

田大学が26名（2.0％）、日本医科大学が25名

（1.9％）、北里大学が17名（1.3％）、北海道大

学が13名（1.0％）と続く（前回調査は悉皆調査

になっておらず、山形大学以外の大学の出身者

数の正確な数値は分からないため、前回との比

較は割愛する）。東北６県の大学出身者の合計

が976名となり全体の76.7％を占めている。

　ただし、二次医療圏、病院種別ごとに各病院

の所属医師の出身大学をみてみると（図４）、庄

内二次医療圏の基幹病院で新潟大の割合が相対

的に高く、最上・庄内両二次医療圏の非基幹病

院では、東北・北海道地方、新潟以外の大学の

出身者の割合が40～50％に達しており、やは

り、山形大学出身者の割合が相対的に低くなっ

ている。

　柑病床あたり医師数

　次に、少し視点を変えて、病床100床当たりの

医師数（非常勤、研修医含む）を確認する。医

師数の若干の増加とともに病床数の調整が進ん

だことで、全県の数値は、04年度の12.8名（常

勤11.6名、非常勤1.1名）から、08年度には14.0

名（常勤12.6名、非常勤1.4名）に増加している。

ただし、全国比較のために、大学病院と国立病

院機構を除く一般病院のみを抽出すると、図５

に見られるように、2008年の全国平均値が14.4

名（常勤12.1名、非常勤2.3名）であるのに対し

て、山形県の08年度の数値は、04年度からは若

干増加したものの、11.7名（常勤10.2名、非常

勤1.5名）にとどまっており依然として全国値

を大きく下回っている。二次医療圏別に見て

も、いずれの医療圏でも全国平均を下回ってお

り、最上、庄内、置賜、村山の順に低い値となっ

ている。以上のデータからも山形県における絶

対的な医師不足の状況を読み取ることができる

　図４．所属医師の出身大学（歯科医師除く）
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　図５．100床当たりの医師数の推移（歯科医師含む）

が、その具体的な状況については、診療科別の

医師数と患者数をみた上で、節を改めて確認す

る。

　桓医師一人あたり職員数

　続けて、医師一人当たりの病院職員数を確認

する。全県基幹病院の平均値は、看護職（看護

助手を含む）5.7名、事務職0.7名、その他1.1名

の計8.0名。非基幹病院の平均値は、看護職8.3

名、事務職1.5名、その他3.6名の計13.4名であ

る。医師不足の深刻さ、医師確保の必要性が喧

伝される今日であるが、コストを適切に反映し

ていない現状の診療報酬体系では、加算が見込

めない場合、基幹病院であれば、単純計算で医

師１名を採用すると8.0名の職員を新たに採用

して業務量を増やさなければ医師の人件費分の

採算が合わないことになる。したがって、一口

に「医師確保」と言っても、病院経営を考えた

場合、とりわけ自治体病院の場合には職員定数

の縛りがあるために、単純に医師確保を進めれ

ばよい、ということにはならない。

　棺診療科別医師数

　次に診療科別の医師数について確認する。図

６は、診療科別の常勤医師数の推移をみたもの

である（内科、外科は病院によって、消化器科、

呼吸器科といった区分けがまちまちであるため

に、「内科群」、「外科群」として一括して扱う）。

ここには臨床研修医が含まれていないため、

トータルの常勤医師数は14名減（－1.2％）の

1,173名となっている。

　絶対数の増減は図で確認していただくことに

して、減少率が最も高いのは皮膚科で－28.6％

（－８名）、次いで精神科が－16.1％（－５名）、
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　図６．診療科別常勤医師数の推移（全県）

耳鼻咽喉科が－14.6％（－６名）、産婦人科が－

9.0％（－６名）となっている。逆に増加率が最

も高いのは、形成外科で＋55.6％（＋５名；た

だし山形大附属病院は整形外科で計算されてい

る）、放射線科が＋23.5％（＋８名）で続き、ほ

かに、小児科が＋7.5％（＋５名）などとなって

いる。

　二次医療圏別の特徴的なデータを挙げておく

と、内科群では、最上・庄内両二次医療圏の減

少が目立っており、最上二次医療圏が５名

（16.1％）減の26名、庄内二次医療圏が９名

（13.6％）減の57名。小児科は、増加分が大学病

院と県立中央病院に集中しており、それぞれ３

名、４名の増加。外科群は、最上二次医療圏で

３名（27.3％）減の８名（主に金山町立病院の

診療所化による）。脳神経外科は庄内二次医療

圏で２名（28.6％）減の５名。整形外科は村山

二次医療圏で６名（8.8％）増の74名。産婦人科

は村山二次医療圏で６名（14.0％）減の37名

（県立中央病院のみ増加）。眼科は庄内二次医

療圏で３名（50％）減の３名。皮膚科は置賜二

次医療圏で３名（100％）減となり常勤医不在と

なった。放射線科は村山二次医療圏で７名

（29.2％）増の31名となっている（2006年度の

山形大附属病院での放射線治療科の開設によ

る）。
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　図７．一日当たり平均外来患者数の推移

Ｃ．患者数

　敢外来

　医師数の推移を確認したところで、次に、患

者数の推移から医療需要の動向を確認する。は

じめに、一日当たり平均外来患者数の推移を確

認する（以下、分母は診療実日数である）。図７

は、二次医療圏、病院種別ごとに一日当たりの

外来患者数の合計（延べ数）をみたものである。

県全体の一日当たり平均外来患者数は、2003年

度の20,396.5人から2007年度は17,039人とな

り、3,357.4人（16.5％）の減となっている。二

次医療圏別に見ると、置賜二次医療圏が25.5％

の減、最上二次医療圏が15.9％の減、庄内二次

医療圏が13.8％の減、村山二次医療圏が（山形

徳洲会病院の開院があったものの）13.8％の減

であり、基幹病院、非基幹病院ともに18％台の

減少がみられる。とくに、置賜二次医療圏の非

基幹病院の減少幅が大きい（－30.0％）。

　減少率が高かった病院をみてみると、本間病

院（－68.7％；併設診療所に移行）、国病米沢

病院（－48.1％）、公立高畠病院（－47.1％）、

朝 日 町 立 病 院（－39.3％）、遊 佐 病 院（－

37.9％）、公立置賜長井病院（－35.4％）、米沢

市立病院（－29.7％）などである。山形市内の

病院では、小白川至誠堂病院（－26.7％）、済生

館（－26.7％）、篠田総合病院（－22.8％）、東

北中央病院（－20.2％）、済生病院（－16.7％）、

県立中央病院（－11.0％）などとなっている。

　以上の患者数減少の背景としては、医師不足

と経営改善を背景とした入院機能への機能特化

が挙げられるが、非基幹病院では「患者数を減

らしすぎて、経営に支障が出ている」との声も

聞かれる。

　柑救急

　次に、救急患者数について確認する。図８

は、二次医療圏、病院種別ごとに年間の救急患

者数をみたものである。ただし、非基幹病院で

は自己来院の時間内救急患者数のデータをとっ

ていない病院が複数あるため、同図の非基幹病

院の値は必ずしも正確な値ではない（しかし数

値自体が小さいため大勢は大きく変わらないと

考えられる）。図からわかるように、庄内二次

医療圏のみで救急患者数が増えており、村山・

最上両二次医療圏では微減、置賜二次医療圏で

は大きく減少している。また、庄内二次医療圏
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では基幹病院の占める割合が高くなっている。

　表２では、救急搬送と救急区分ごとの救急患

者の割合をみている。全県の数値を確認してお

くと、自己来院を含む全救急患者のうち救急搬

送の割合は2003年度の12.4％から2007年度には

14.7％に増加。救急搬送の絶対数が増えている

ものの（＋4,326人）、自己来院がそれ以上に減

少しており（－12,999人）、したがって、救急患

者の総数の減少に至っている。

　以上の動向は軽症患者の減少を意味している

のであろうか。そこで、次に、一次救急、二次

救急、三次救急別の患者数をみる。ここでの一

次救急患者は外来診療のみで帰宅できた患者の

こと、二次救急患者は救急室から入院した患者

のこと、三次救急患者は救急室から集中治療室

等に入院した患者、または救急室で死亡した患

者のことである。全県の数値を確認すると、一

次救急患者は2003年度の83.3％から2007年度に

　表２．救急搬送件数、救急区分別患者数（2007年度）

括弧内は前回調査（2003年度）比

患者区分（自己来院含む）救急搬送

三次二次一次率件数

（－2.1）1.3％（＋0.3）15.9％（＋1.8）82.8％（－0.9）14.9％　（－140）1,385山大

村山
（＋1.6）7.1％（＋1.6）13.5％（－3.3）79.3％（＋3.0）14.6％　（＋211）2,544県中

（＋0.3）1.2％（－1.7）18.7％（＋1.3）80.0％（＋3.6）16.5％（＋1,815）7,903基幹

（－0.5）0.1％（＋7.5）18.5％（－6.9）81.4％（＋2.9）16.1％　（＋715）4,104非基

（＋1.0）10.8％　 （＋54）1,775基幹
最上

（－0.4）1.0％（－3.0） 6.1％（＋3.4）92.9％（－0.5） 7.6％　 （－16）  415非基

（＋0.6）3.8％（＋1.6）11.2％（－2.1）85.0％（＋1.5）12.9％　 （＋70）4,829 基幹
置賜

（＋0.2）0.5％（＋3.4）13.5％（－3.6）86.0％ （＋2.7）13.6％　 （＋92）2,245非基

（＋0.3）1.0％（＋2.4）19.9％（－2.7）79.1％（＋2.3）15.9％（＋1,814）9,080基幹
庄内

（－0.1）0.2％（－9.0）11.9％（＋9.2）87.9％（－1.3）13.3％　（－289）1,169非基

　図８．年間救急患者数の推移
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　表３．三次・基幹病院の平均在院日数

（日）

増減03年度07年度

－1.521.419.8内科

－2.622.319.7呼吸器科

－1.917.515.5消化器科

－1.618.016.4循環器科

－4.127.723.6神経内科

3.010.213.2小児科

－3.319.516.3外科

－0.919.418.5呼吸器外科

－6.225.919.7心臓血管外科

－0.929.728.8脳神経外科

－5.527.722.2整形外科

0.69.610.2形成外科

－0.612.812.2産婦人科

－2.19.67.5眼科

0.912.213.1耳鼻咽喉科

1.312.113.4皮膚科

－0.415.114.7泌尿器科

－1.618.116.5合計

は81.8％になり1.5％の減少。二次救急患者は

14.6％から16.2％に、三次救急患者は2.0％か

ら2.1％に増加した。2007年度の一次救急患者

の数値でみると、基幹病院は全県で81.1％、非

基幹病院は84.9％であり、基幹病院の方が低く

なっているが、依然として８割以上の高い水準

にある（最上二次医療圏の基幹病院は統計な

し）。

　勤務医の最大の負担は小児等の救急診療であ

り（全県の基幹病院の救急患者のうち小児科の

占める割合は17.3％）、救急診療に対する勤務

医の過重労働を緩和すべく、鶴岡市立荘内病院

の小児救急に力点を置いた医師配置（17～21時

は１次救急診療医師（60歳未満全科）と小児科

医が診療に当たり、21～24時は第２次救急診療

医師（45歳未満、小児科は免除）が診療に当た

る）、県立河北病院や置賜総合病院の地区医師

会によるサポートシステム、米沢市医師会の休

日診療所の平日夜間診療の開始、新庄市最上郡

の年中無休の夜間休日診療所の開設などさまざ

まな診療体制上の工夫もなされるようになって

いる。

　桓入院

　続けて、一日当たり平均入院患者数の推移を

確認する。図９は、二次医療圏、病院種別ごと

に一日当たりの入院患者数の合計（延べ数）を

みたものである。県全体の一日当たり入院患者

数は、2003年度の8,726.4人から2007年度は

　図９．一日当たり平均入院患者数の推移
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8,610.4人となり、116.0人（1.3％）の減となっ

た。二次医療圏別にみると、置賜二次医療圏が

6.6％の減、庄内二次医療圏が1.6％の減である

が、村山二次医療圏は0.2％の増、最上二次医療

圏は3.7％の増となっている（村山・最上両二

次医療圏では非基幹病院の入院患者数が増えて

いる）。ただし、各病院とも大幅に平均在院日

数を減らしているため、実入院患者数でみれ

ば、確実に患者数は増えている。

　三次医療機関と基幹病院に限って、診療科別

の一般病床平均在院日数を2003年度の数値と比

較する（表３）。全診療科の平均値は2003年度

の18.1日から2007年度は16.5日となり1.6日

（8.8％）の減。とくに減少幅が大きい診療科

は、心臓血管外科が－6.2日、整形外科が－5.5

日、神経内科が－4.1日、外科が－3.2日などで

ある。逆に日数が増えている診療科は、小児科

が＋3.0日、皮膚科が＋1.3日、耳鼻科が＋0.9

日、形成外科が＋0.6日である。

　ちなみに、2007年度の療養病床の平均在院日

数は、全県平均が222.4日。二次医療圏別の平

均値では、村山二次医療圏が最も高く253.8日、

以下、置賜二次医療圏が238.9日、最上二次医療

圏が205.8日、庄内二次医療圏が180.3日であ

る。ただし、図10にみられるように、村山・庄

内両二次医療圏の病院は120～130日程度に中央

値が来ており、一部病院が平均値を押し上げて

いるかたちとなっている。

　次に、病床利用率をみると、一般病床は、平

均在院日数の縮減もあって、全県総数で2004年

度の83.4％から2007年度には82.7％となり微

減。二次医療圏、病院種別ごとにみると、最上

二次医療圏の基幹病院、庄内二次医療圏の非基

幹病院で利用率が上昇しているが、これらは病

床数の削減によるところが大きい。基幹病院の

全県総計は2004年度の87.9％から2007年度は

85.2％、非基幹病院は2004年度の77.6％から

2007年度は78.0％となっており、いずれの年度

も基幹病院の数値の方が高くなっている。一般

病床の利用率が高い病院は、順に本間病院

（95.1％）、至誠堂総合病院（94.9％）、鶴岡協

立病院（94.8％）、天童温泉篠田病院（94.5％）、

公立高畠病院（94.4％）、山形県立河北病院

（94.3％）となっている。

　最後に療養病床の利用率について平均値で確

認すると、全県では88.4％。最上二次医療圏で

97.9％と高く、庄内二次医療圏が81.2％で相対

的に低くなっている。村山二次医療圏では、至

誠堂総合病院が99.3％、山形徳洲会病院が

98.3％など。最上二次医療圏では、最上町立病

院が98.7％（ただし2008年度は80％台）、新庄徳

洲会病院が97.0％。置賜二次医療圏では、舟山

病院が96.3％など。庄内二次医療圏では、本間

病院が97.7％、遊佐病院が94.6％に対して、宮

原病院は60.9％、斎藤胃腸病院は60.8％と低く

なっている。

　図10．非基幹病院の平均在院日数（2007年度）
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　表４．一般病院の医師一人当たり一日平均外来・

入院患者数

（人）
入院患者数外来患者数

差分全国山形県差分全国山形県

2.18.510.65.113.018.1内科群

9.28.918.10.210.811.0（呼吸器）

3.77.210.92.712.715.4（消化器）

3.25.28.40.111.211.3（循環器）

1.48.59.90.813.013.8（神経内科）

0.53.13.61.712.213.8小児科

1.35.97.2-0.18.98.7外科群

4.88.513.33.311.014.3脳神経外科

0.78.89.5-2.822.019.2整形外科

1.55.36.85.513.318.8産婦人科

0.03.23.20.924.925.8耳鼻科

0.12.42.5-3.029.326.3眼科

0.01.51.54.732.236.9皮膚科

1.34.96.21.120.721.8泌尿器科

※大学、国立病院機構を除く。

※全国値は全国公私病院連盟・日本病院会『平成20

年病院経営分析調査報告』（2008年６月データ）。

Ｄ．不足医師数の推計 （概算）

　以上で得られたデータから、診療科別の医師

一人当たりの外来患者数・入院患者数を全国値

と比較することで、不足医師数の概算的推計を

行う。もちろん、医師一人あたりの患者数は、

医師の労働内容を適切に表す指標ではない。し

かし、「不足」の一つの基準として全国値と比

較する場合に、全国値が得られるのが同指標に

限られているため、同指標を便宜的に用いるこ

とにする。

　ここで用いる全国値は、全国公私病院連盟・

日本病院会『平成20年病院経営分析調査報告』

（2008年６月データ）の一日当たりの平均値を

参照したものである。ただし、同調査では分母

が診療実日数ではないため、便宜的に調整係数

1.43（30日／21日）をかけて診療実日数一日当

たりの患者数としたものを用いる。また、同調

査の一般病院のデータは大学病院と国立病院

（国立病院機構含む）を除いているため、本県の

データもこれに従う。

　敢外来患者数による推計

　以上の統計的処理により、まず診療科別の医

師一人当たりの一日平均外来患者数をみたのが

表４の左表である（内科群の内訳は、データ数

が少ないため参考値）。全国平均値と比べて最

も多くの患者を診ているのは産婦人科で全国平

均の1.42倍に達する。以下、内科群が1.39倍、

脳神経外科が1.30倍、皮膚科が1.15倍、小児科

が1.14倍、泌尿器科が1.05倍、耳鼻科が1.04倍

と続く。外科群は0.99倍、眼科は0.90倍、整形

外科は0.87倍となっており全国平均を下回って

いる。

　次に、あくまで一つの目安として、仮に山形

　図11．外来患者数に対する不足医師数（対全国平均）
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県の医師一人当たりの平均外来患者数を全国平

均値にした場合に、何人の医師が必要なのかを

図11にみる。不足数が最も大きいのは内科群で

133.3名。以下、産婦人科が21.1名、脳神経外科

が11.3名、小児科が7.5名、皮膚科が2.0名と続

く。ただし、現員数を分母にとった不足率で見

ると、最も不足しているのは産婦人科で41.7％

となり、以下、内科群が39.2％、脳神経外科が

29.9％、皮膚科が14.6％、小児科が13.7％、泌

尿器科が5.1％と続く。

　柑入院患者数による推計

　次に、外来患者と同様に診療科別の医師一人

当たりの一日平均入院患者数を確認する（表４

右表）。全国平均値と比べて最も多くの患者を

診ているのは脳神経外科で全国平均の1.56倍に

達する。以下、産婦人科が1.28倍、泌尿器科が

1.26倍、内科群が1.24倍、外科群が1.21倍、小

児科が1.15倍、整形外科が1.08倍、眼科が1.02

倍と続き、耳鼻咽喉科は1.00倍、皮膚科は0.99

倍となっている。

　外来患者数と同様に、仮に山形県の医師一人

当たりの一日平均入院患者数を全国平均値にし

た場合に、何人の医師が必要となるのかを図12

にみる。不足数が最も大きいのは内科群で83.1

名。以下、外科群が37.3名、脳神経外科が21.2

名、産婦人科が14.2名、泌尿器科が9.8名、整形

外科が8.9名、耳鼻科が8.2名、小児科が8.1名と

続く。ただし、現員数を分母にとった不足率で

見ると、最も不足しているのは脳神経外科で

56.0％となり、以下、耳鼻科が32.3％、産婦人

科が28.0％、泌尿器科が26.0％、内科群が24.4 

％、外科群が21.2％と続く。

　以上のデータのなかでも、とくに産婦人科に

ついては、全国的に医師不足が指摘されるなか

で、山形県の医師一人あたりの外来・入院患者

数はその全国値をも大きく上回っており深刻な

状況にある（しかも常勤医師数も減少してい

る）。たとえば、県立中央病院の小田病院長は、

「山形県の周産期医療は、現在50代、60代の産

婦人科医が第一線で頑張っているためにどうに

か持ちこたえているに過ぎない。そうした医師

がリタイアする頃、山形県の周産期医療に本当

の危機が訪れるかもしれない。……最近開業し

た先生は、全部、９時５時クリニック。女医の

先生が３名と男性医師。この４つは全部今、９

時５時クリニック。入院設備を持っていないか

ら、お産ができない」と指摘している。

　桓病院からの不足医師数報告との比較

　最後に、各病院からの報告に基づく診療科別

の不足医師数を概観する。全県では、内科（45

　図12．入院患者数に対する不足医師数（対全国平均）
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名）、産婦人科（18名）、消化器科（15名）、循環

器科（13名）、整形外科（12名）、外科（11名）、

小児科（10名）、麻酔科（９名）の順となってい

る。

　次いで二次医療圏ごとに、各病院からの報告

に基づく診療科別の不足医師数を表５に示す。

各医療圏とも内科医を求める声が強く、村山二

次医療圏では、産婦人科と整形外科の不足数も

高くなっている。

　以上の数値を、診療科別の「医師一人当たり

の患者数」の観点から全国平均と比較した場合

の不足医師数（前述）と比べてみると、図13の

ようになる（全国比不足数は、外来と入院とで

大きい方の値を採用）。小児科、整形外科では、

　表５．各病院からの報告に基づく不足医師数

合
計

麻
酔
科

放
射
線
科

リ
ハ
科

泌
尿
器
科

皮
膚
科

耳
鼻
科

眼
科

産
婦
人
科

整
形
外
科

脳
外
科

心
外
科

外
科

精
神
科

小
児
科

神
経
内
科

循
環
器
科

消
化
器
科

呼
吸
器
科

内
科

二
次
医
療
圏

383316311122618早期に必要村山

3111542122112将来的に必要

6931411171313246220合計

12212115早期に必要最上

41111将来的に必要

1613121215合計

313121131122536早期に必要置賜

1111２16将来的に必要

42312111312246312合計

1922132135早期に必要庄内

181122122313将来的に必要

37314124415318合計

10081341211072663711424早期に必要合計

641121185251464221将来的に必要

16492552211812221111031315645合計

　図13．病院からの報告に基づく不足医師数と全国平均比較による不足医師数との比較
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病院からの報告数の方が若干高くなっている

が、内科、外科と脳神経外科は、病院からの報

告数の方が圧倒的に少ない。耳鼻科と泌尿器科

も、病院からの報告数の方が少なくなってい

る。

　ただし、全国平均値は臨床研修医の数も診療

科に属する医師としてカウントしているため、

内科群（呼吸器科などを含む）の実際の不足数

は、山形県の臨床研修医数137名の半数が内科

に属するものとして再計算すると、（133.3－

68.5＝）64.8名となり、病院からの報告数の方

が高くなる。

４．考　　　察

　以上、本稿では主に一般病院の勤務医不足に

焦点を当てて、山形県の地域医療の現状をみて

きた。まず、勤務医数については一定数の増加

がみられるものの、増加分は村山二次医療圏の

三次医療機関に集中しており、村山二次医療圏

よりも相対的に医師不足が進んでいる医療圏で

は、現状の医師数の維持がやっとの状況であ

る。それでも他の東北地方と比べれば、大学医

局による地域の実情を無視した医師の引き上げ

は起きておらず、山形大学が全面的に支援した

置賜総合病院の再編統合に示されるような医療

機関の再編・機能分化の推進によって、医師不

足の悪影響が顕在化する事態を未然に防いでい

るといえる。非基幹病院などでの非常勤医師数

の増加も、大学医局からの出張医の増加による

ところが大きい。

　ただし、山形大学とのつながりが弱い非基幹

病院が少なからず位置する庄内二次医療圏で

は、常勤医の減少により、主に民間派遣会社の

非常勤医師への依存が高まっている。庄内二次

医療圏にとどまらず、こうした回復期・慢性期

医療を担う非基幹病院の医師等医療従事者（と

りわけ常勤医師）の安定的な確保も、今後の地

域医療連携、地域医療計画を考える上で大きな

課題である。庄内二次医療圏では日本海総合病

院への再編統合の行方とともに、今度の動向を

見定めていく必要がある（山形大学の全面バッ

クアップによる旧酒田市立病院と旧県立日本海

病院の再編統合により、回復期・慢性期医療を

担う酒田医療センターが誕生していなければ、

後方医療からの医療崩壊が現実のものになって

いたであろう）。

　大学医局が正常に機能しているために山形県

では他の都道府県でみられるような「医療崩壊」

が未然に防がれているが、とはいえ、山形県は、

全国レベルでの医師不足よりもさらに医師が不

足している事態に変わりはない。医師一人当た

りの患者数でみてみると、勤務医の負担軽減の

ために外来患者数を減らしているにもかかわら

ず、依然として全国平均を上回っており、入院

患者数も平均在院日数の短縮が進むなかで、や

はり依然として全国平均を上回っている。救急

患者数も自己来院の患者数が減少しているもの

の、救急搬送数は増えており、軽症患者の比率

に大きな変わりはない。

　診療科別では、全国的な動向と同じく、産婦

人科、外科系、小児科の医師不足がみられ、し

かも、これらの診療科は全国的な不足状況より

もさらに不足している（外科系、小児科の常勤

医師数は増加しているが、産婦人科は常勤医師

数も減少している）。また、山形県では内科系

の医師不足も深刻である（内科系の常勤医師数

は微増）。診療科別の医師不足については、診

療科別の医師の年齢構成を把握した上で、大学

における診療科別の入局者数の動向と照らし合

わせチェックしていく仕組みが必要であろう。

　こうした状況のなかで、各中小病院が必要と

している診療科に常勤医師を１名ずつ配置する

ような差配は不可能である。また、「マグネッ

トホスピタル」として位置づけられる日本海総

合病院や置賜総合病院の周辺の病院からは、こ

れらの病院に対して医師派遣機能を期待する声

が強いが、現状の過重労働のなかでは難しく、

また開設者の異なる病院へ異動する場合、医師

の身分が不安定になるという制度上の障害もあ
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る。

　したがって、地域の診療体制の実情を把握し

た大学医局からの医師派遣による柔軟な支援態

勢は今後もますます重要な役割を果たしていく

と考えられる。医師の適正配置は、行政的に画

一的に定員を決めてできるものではない。さら

に、大学医局の役割は医師のキャリア形成（教

育）という点でも重要である。

　１人で若い人をぼんとやったら、教育にも

何もならないし、つぶれてしまう。そして、

その人が辞めたらまた誰か行く。それで終わ

りだ。だが集約化して、一番歳を取ったシニ

アの人と、中堅クラスと、若い人とでチーム

にしておけば、勉強になる。勉強し、かつ、

地域の医療を支えることができるわけだ。集

約化、循環、医療ネットワーク、これらが教

育のシステムにもなる。

　……大学病院はヘッドクォーターになって

いるが、我々とすれば大学病院にいれば全部

できる、つまり、総合性、専門性、すべてが

カバーできるとは言っていない。「循環しろ」

と言っているのは、そういう意味だ。大学病

院は大学病院の医療をやっている。けれども

大学病院ですべての医療をやっているわけで

はないから、すべてのことを勉強するため

に、いろいろなところでいろいろな医療を勉

強しておいでということだ。（山下英俊・山

形大学医学部長）

　したがって、こうした「循環型システム」が

今後も有効に機能するためにも、今後の医療需

要を踏まえた医師の動向、医師不足の状況に対

する地域レベルでの包括的な認識が求められ

る。本稿でみた不足医師数の推計は、あくまで

概数的なものでしかない。そこで、今後、正確

な推計のために下記のような調査・分析を行っ

ていく必要があると考える。

　はじめに、医師・歯科医師・薬剤師調査の詳

細なデータ（１歳きざみの診療科別医師数）を

入手し、経年比較を行うことで、二次医療圏ご

とに診療科別の医師の年齢構成の変化を経年的

に追い、開業、定年退職、他医療圏への異動（臨

床研修医の県内残留率を含む）などの医師の異

動を把握し、今後の診療科別医師数の推計を行

う。同時に、患者調査などを活用して患者の受

療動向を把握することで、人口の年齢構成の変

化をも踏まえた将来の疾患別の医療需要を推計

する。さらに、山形県の一般病院勤務医を対象

にその勤務状況に関する量的調査を行い、医師

の過重労働を加味した形で診療科別の必要医師

数の将来推計を行うことである。以上の調査研

究を今後の課題としたい。
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　As the various phenomena indicative of a “collapse of the medical care system” have 

become important social issues in Japan, evidence-based health care policy making and 

planning are required at the local level.

　We conducted two intensive investigations on the medical care structures and 

performance of all general hospitals in the Yamagata Prefecture in 2008－2009. In this 

report, we focus on the shortage of doctors to discuss the current situation of and the 

problems plaguing the medical care systems of the general hospitals in Yamagata.

　Although the number of doctors in the whole prefecture increased somewhat, the 

shortage of doctors is still more serious than at the national level. The increase in 

doctors is mainly limited to the medical institutions in the Murayama secondary care 

area. When assessed as per the diagnosis department, we found an acute shortage of 

obstetricians, surgeons, and pediatricians, much like at the national level (in fact, as for 

obstetricians, even the number of full-time doctors decreased). In addition, the shortage 

of physicians is also serious in Yamagata.

　The actualization of the bad influence of the shortage of doctors, however, has been 

prevented by the reorganization and functional differentiation of medical institutions 

owing to the initiative of the Yamagata University and the increase in the number of 

part-time doctors sent from the ikyoku, the doctors’ office in the university.

Key words : shortage of doctors, collapse of the medical care system, local health care 

planning
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